
－１－ 

様式第２号 

視察研修先 北海道富良野市議会 氏名 阿 部   清 

視察研修項目 ふらの版 DMOによる地域密着型観光の推進について 

 

今回の視察研修目的地は、人口２１，６１０人（２０１９，９月現在）、１０，８９４世帯

の人口減少の富良野市が、富良野に年間 ２００万人の観光客が訪れるまちとして有名であ

る。その中で、地元に１２０万人の観光客を呼び込んでいる施策を展開している。 

外国人観光客と個人旅行者の増加による、観光ニーズの変化に対応した着地型観光の開発と

発信による地域観光を推進している。 

「観光・滞在・食」をキーワードに、インバウンドや長期滞在者を主なターゲットとして誕

生したコンシェルジュフラノは、ふらの版 DMОの戦略的活動拠点となるべく、平成２８年 

３月空き店舗ビルを経済産業省の補助事業を活用し、「インバウンド」「着地型観光」をキーワ

ードとする、富良野の新たな情報発信とおもてなしの戦略的拠点としてコンシェルジュフラノ

がオープンしている。 

１階には観光インフォーメーションとガイド機能を主体に、インバウンド向けスペースショ

ップ・プチコンビニ・富良野の食材にこだわった農村レストランを運営している。数多くの地

元商品、北海道有名商品が並んでおり、２階フロアは行政が買取り、市商工観光課・商工会議

所・観光協会等のオフィスが入っている。同じ階に「ロータリークラブ」「ライオンズクラブ」

「青年会議所」等の各地域ボランティア団体も間借りしている。３階には、外国人向けのドミ

トリー形式と個室からなる簡易宿泊施設（３，０００円から宿泊）などを配置し、１３０人位

の宿泊が出来る施設となっている。地下１階地上３階の戦略的複合施設である。 

これらに、ふらのまちづくり株式会社、富良野物産観光公社を加えた５社による「観光まち

づくり戦略会議」を構成、観光戦略について議論をする観光地域づくり組織である。この財源

は、市５０万円、観光協会３０万円、会議所３０万円、まちづくり１５万円、物産公社１５万

円と各団体の負担金からなっている。 

事業内容は、満足度調査・マーケティング検討調査・人材づくり（動画作成配信）・フォー

ラム開催経費などのソフト事業等の取り組みを行っている。 

コンシェルジュフラノの役割は、マーケティング「お客様の心の中を中心に考える。」とし

て、旅行者の行動の変化に対応するためにきめ細やかな環境やメッセージを顧客の内心に合わ

せたマーケティングの構築を目指している。 

今後の課題として、 

１）グーグルアナリティクスの活用―ＷＥＢサイトでも国別に状況や課題が異なるため、個別

の対応が必要になるが、特に、スマ―トフォンによるインターネット閲覧割合の全国的拡大

は大きく最優先して修正は必須である。 

２）富良野エリアの観光のさらなる質的向上を目指すと共に、観光客及び地域住民の多様なニ

ーズに対応した中心市街地と地域経済の活性化を図っていくことである。 

オールシーズン滞在型の国際観光地に向け、持続可能な観光地づくりをしていくには、 

１）循環型観光・・・リピーターとして何度でも来たくなるまち。市内を回遊しやすい環境を

創りながら景観を、１００年後の子孫に今以上にしてお返しするために地域の価値をあげ、
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満足度と質の向上と通年平準化を目指していくことが必要である。 

２）情報発信の改善・・・スマホサイト改善の優先は必須であり、インターネットの動画閲覧

を占める割合が２０２１年には８０％まで増加する。動画コンテンツを活用していくことが

大切である。 

３）中国１１億人が利用するデジタルサービスで情報発信し、中国からのアクセス増や、中国

語サイト閲覧数増加目的を分析し、来訪につながる情報提供へと改善していくことが必要で

ある。 

 

所見 

 「おもてなし」を十二分に発揮し、お客様の求めるものにすぐ答えられる環境を作り上げて

いる。観光地に来て、自分が今やりたいものはすぐアプリで検索し、自分のやりたいことを行

動していく観光客が多い中、かゆいところに手が届く情報発信は、観光客の安心感と楽しさを

倍増させるコンセプトがある。お客様を最適な環境において、一人一人に最適なメッセージを

提案することはお客様の心をつかむ事が出来るものと信じる。 

 本市においても、ぐるなびや様々な形で情報発信しているが、特に感じるのは「ふるさと納

税」の素晴らしさである。流通米がこれだけ多くのふるさと納税者に返礼品として、認められ

ている自治体は少ないものと感じている。情報発信の大切さと、どれだけきめ細やかな情報を

提供できるかが問われる時代になっている。世界各国に情報発信できる環境にあるし、情報収

集も大きな観光資源の源になる事を学んだ研修でした。 
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様式第２号 

視察研修先 北海道富良野市議会 氏名 阿 部   清 

視察研修項目 民間を主軸にした官民協働による複合的中心市街地活性化事業について 

 

 富良野市は、北海道のほぼ中央にあり、ドラマ「北の国から」の放映の影響により多くの観

光客が訪れ２００万人を超える。周辺地域を含め北海道を代表する観光地となっており、１市

６町村で「富良野・美瑛観光圏」を形成している。６月から９月までは、ふらののラベンダー

として環境省から「かおり風景１００選」「十勝岳山麗に広がる田園風景」として、自然が織

りなす日本の風景１００選に選ばれ、市町村の魅力ランキング調査ではトップ１０にランクイ

ンされている人口２１，６１０人のまちである。 

 平成１９年北海道社会事業協会富良野病院移転に伴い、空き地や未利用地が大量発生し、商

店街の衰退による店舗の減少、賑わいの喪失や街中住居人口の減少がおこり、中心市街地の魅

力の喪失が懸念された。まちの顔であるべき中心市街地が元気にならなければ未来が開けない

との思いから、行政の役割はコンパクトなまちづくりを行っていくというブレの無い政策展開

中心市街地活性化基本計画をつくっている。行政主導の活性化でなく、まちづくりの一環とし

て取り組むには行政主導でなく、民間の投資を後押しできる仕組みづくりと多様な都市活動を

持続可能とするためのまちづくりをするための事業としている。 

青年会議所のメンバーも、病院移転による商店街の衰退を懸念していた。倉本聰が制作した

北の国からのドラマが富良野の魅力を引き出してくれている「今なら何かできる」と信じ、観

光客誘致に精力的に動いていた。富良野という素材があり、メディアが大きな力でその魅力を

アピールしてくれたようだ。 

青年会議所のメンバーは、滅びゆく商店街が再生のテーマだから、通過型の施設ではなく、

観光客も高齢者も若い人も、みんなが歩いてショッピングが楽しめるような街にしたいとの思

いが大きかったようだ。 

当時は、２５０万人の観光客が押し寄せているにも関わらず、市街地に足を運ぶ観光客は７

万人程度であった。 

青年会議所は、平成１８年中心市街地の活性化の道を探すため跡地利用計画協議会を立ち上

げ、行政も民間のウエイトを重視し連携して取り組んでいった。 

まちづくり会社（株）を中心市街地活性化事業の推進母体に 

〇まちづくりを継続するためには、事業推進母体が収益を上げることが必須である。 

〇公的性格を有するまちづくり会社が、国の補助金や制度資金の受け皿となり、事業主体と

なってまちづくりを推進していく。 

〇まちづくり会社は複合施設のオーナーとなり、働きの収入や売り上げマージン収入などで

収益を上げながら、中心市街地の活性化事業に再投資を行い、開発事業を行政と協働によ

り継続的にしていく。 

 〇平成１５年１０月設立 

資本金１，０３５万円（１９権利者）（市出資額１００万円） 

  平成１９年増資 

資本金８，３５０万円（５９権利者）（市出資額１００万円） 



－４－ 

 〇市には増資を求めず、商工会議所役員で経営責任を持つ体制づくりをする。 

中心市街地活性化基本計画事業概要 

 〇フラノマルシェ整備計画・・移転した病院跡地を活用し、富良野食材や加工食品（乳製品）

の販売・飲食等の店舗・フリーマーケット等イベント等の多目的広場を整備、国道沿いの

玄関口・拠点としての機能 

 〇ネーブル・タウン整備・・商店とその周辺を市街地再開発事業により一体的に開発し、ス

ーパー銭湯・高齢者住宅・クリニック・店舗・事務所・住宅等を整備することにより、商

店街の再生を推進 

 〇まちなか住居促進・・空き地を利用した集合住宅等建設推進のため、商店街、不動産会社、

金融機関で構成する「まちなか住居推進会議」を設置し、情報交換、窓口相談を実施して

いる。 

フラノ・マルシェ 

施設目的・・・中心市街地に観光客の取り込み拠点を作り来街者を増やし、「まちなか観光」

の情報機能を充実させ、商店街と連携をはかりながら街中回遊を促進し歩行者数の増加を

目指し、中心市街地全体の活性化につなげることを目的としている。 

入場者及び売り上げの推移 

２０１０年度（平成２２年）５５万５千人・・・・４億９千２百万円 

２０１４年度       ８５万１千人・・・・５億９千万円 

２０１５年度（平成２７年）１１８万１千人・・・７億３千３百万円 

２０１８年度       １２０万５千人・・・７億２千４百万円（９／６いぶり東部地震） 

建設投資効果・・３億７千万円 → ５億９千万円 → １．５９倍 

消費効果・・・・５億円 → ９億５千万円 （Ｈ２１ ８ヶ月分） 

雇用効果・・・・マルシェ及び関連企業 → ９８人（独）中小企業基盤整備機構Ｈ２３ 

所見 

富良野市は、昭和の終わり頃の連続ドラマで２０年間続いた「北の国から」の映像が平成の

１４年頃には、富良野の観光客は２５０万人を超える勢いでした。現在においても年間２００

万人の観光客が訪れています。そのうち中心市街地のフラノ・マルシェには１２０万人の観光

客が訪れていました。私たちが、市の職員に案内された日は平日にもかかわらず、多くの観光

客の方が買い物をして賑わってた。 

 寒河江市でも、チェリーランドの道の駅に多くの観光客が来ており、似たような印象を受け

たが、大きく違う所は、前文で説明したが、観光客も、高齢者も若者も、みんなが歩いてまち

なかでショッピングが楽しめるようなまちづくりも必要かと感じた。 

 

 

 

 

 

 



－５－ 

様式第２号 

視察研修先 北海道上川郡美瑛町議会 氏名 阿 部   清 

視察研修項目 廃校を活かした取り組みについて 

 

 美瑛町は、１９８２年フランスで始まった「日本で最も美しい村連合」に加盟し、美しい花

と遠くの山並みが絵になる素敵な観光スポットの多いまちであり、街並みがよく整備された人

口１０，３７０人の町である。 

昭和４６年に廃校になった旧千代田小学校は、昭和６２年７月に風景写真家故前田真三氏の

写真のギャラリーとして開館・ＣＭにも取り上げられ観光客が訪れるようになっている。俳優

の榎木孝明氏の絵を１００点ほど展示や他の絵も展示されている体験交流館・ほかに農産加工

交流施設・レストラン運営事業・食品加工事業者に売却・地元産木材を加工する製造工場（森

と農の美田学舎）無償提供などの１２校が、指定管理や売却したもの直営などで運営してる。

残り３校のうち１校は美瑛町東京事務所を介し、ヤフー株式会社と基本合意しており、あと残

り２校を募集している状況である。 

平成１７年度に地域再生法が施行され、自治体の裁量による多種多様な用途での活用が出来

るようになり、民間事業者による運営が増えてきた。地域コミュニティの中核としての役割を

担う貴重な公共的財産として、たくさんの思い出のつまった校舎を有効に活用して欲しいと願

っている。 

今回は、北瑛小麦の丘体験交流施設での視察研修である。同じ敷地に体験研修施設と体育館、

研修生の宿泊室があり、地域住民交流室や公民館的役割も果たしている。その一角にレストラ

ン「ビブレ」がある。「安全で美味しい食づくり」をテーマに改築した施設である。農業・食・

観光をテーマとした小麦を中心に地元食材を使った料理の提供により、都市と農村との交流、

地元農産物の販路拡大や観光客の増加を目指している。パンは、石窯パン工房でパンを製造し

ており、パン工房において体験パン作りも行っている。 

所見 

本市は、人口減少の状況にあるがまだ美瑛町のような環境にはないが、市立田代小学校が平

成２５年３月廃校になった。平成２６年に第２期田代地区地域づくり計画を定め、「１０年後

も、２０年後も田代のままであり続けよう。」と地域づくりに取り組んできた。平成３０年に

地域の協力の元、コミュニティビジネスの拠点として学びの里 TASSHO体験型宿泊施設とし

てオープンした。ビブレは「美瑛町北瑛小麦の丘体験交流施設」の一角にある。研修の前に昼

食を食べた。平日の１時頃であったが多くのお客さんで賑わっていた。ここのオーナーは料理

雑誌では有名な人物で本店は札幌にあり、北海道の過疎化が進んでいる別のまちにも店舗を抱

えて繁盛しているとのこと。周りには交流施設の他ポツンと農家の家が見える所である。見渡

す限りの丘の畑しか見えない場所であるが、多くの人が食事をしていた。田代地区民の活躍を

応援したい。 
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様式第２号 

視察研修先 北海道千歳市議会 氏名 阿 部   清 

視察研修項目 千歳市防災学習交流施設「そなえーる」について 

 

 石狩平野の南端に位置し、北海道では比較的雪の少ない地域であり、札幌まで電車は３０分

ほどで到着し、新千歳空港は１５分で行ける町でもある。東部は丘陵地帯で畑作や酪農などの

農業が盛んである。中央部は、市街地、工業地帯、空港、防衛施設、農地などに活用され、西

部には周囲４０㎞のカルデラ湖支笏湖が位置しており、周囲には、ホテルや温泉宿が点在、イ

ンバウンドを含む多くの観光客で賑わっている。 

 千歳市は、自衛隊基地が市街地の三方を取り囲むようにあり、北東に陸上自衛隊、南東に航

空自衛隊、南西に北千歳駐屯地が位置しており、延長１０ｋｍの公道は北海道大演習場とつな

がっている。装軌車両が頻繁に通行するため、沿線住民から騒音、振動による被害が寄せられ

ていた。課題解決のための１つに防災対策の推進や自主防災組織の充実などから、住民要望の

防災学習交流施設の整備が決定した。平成１７年補助事業として採択され、平成２２年にオー

プンしている。総事業費は２１億円で防衛省管轄国庫補助７５％、残り２５％を起債７５％・

市費２５％に振り分けている。 

 市民の防災意識を高めるため、市総合防災訓練や町会、自主防災組織等による消火、救出等

の防災訓練、救急救命率向上の講習会、市民を対象とした防災関連講座、防災イベント等の事

業を展開している。利用状況は、平成２５年度４７，４８４人・平成２７年度４２，０２７人・

平成２９年度４１，８９２人、開設から１０年目を迎え今年５月で４０万人を突破している。 

 市民や市内の小中学生には、災害から自分の身を守る自助や共助、公助などについて防災学

習や災害模擬体験を通して防災を学び、関心を高め市民・その他の団体も含め意識付けをして

いる。 

 今後の課題として 

１）展示・体験施設の利用だけでなく、防災学習や防災訓練に多くの参加をいただき、連携

して各種防災事業に取り組む施設運営を工夫していきたい。 

２）ハード面では開設から１０年を迎えることから、展示物や体験設備の更新を考えている

が、予算の確保が課題となっている。 

 所見 

 開館１０時にもかかわらず、９時３０分からの視察研修に対応していただき感謝です。 

研修後、地震体験コーナーでの震度７の体験では、阪神淡路大震災や新潟県中越沖地震、東日

本大震災、熊本地震の模擬体験をした。東日本の揺れを改めて地震の強さを実感した。特に、

直下型の地震の揺れは激しく、すぐに揺れが大きくなりしがみついているのが精一杯でした。

また、コンセント火災の実演や煙幕の中、自分でドアを探し、出口を探す訓練も初めての体験

であった。良い体験になった。実際に起こり得る体験は一度経験するとそのすごさがわかる。

寒河江市でも毎年防災訓練を行っており、子どもから高齢者まで様々な体験型訓練があればと

思いながら体験してきた。 

 


